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石油販売業営業成績表

遊園業営業成績表

年 表

索 引

参考文献

あとがき

1173

1174

1176

1233

1242

1244
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凡 例 1． 本史を構成する期間は，大正11年9 月から昭和47年9 月に至る50

年間であるが，前史部分および昭和48年2 月に至る若干の期間

の一部についても記載している。2

． 表記は，原則として当用漢字，現代かなづかい，新送りがな，

新字体によったが，一部，専門用語，固有名詞，慣用的に使われ

る語句，強調したい個所などについては例外とした。3

． 数量・単位については，本文中ではカナ書き，表中では記号を

使用した。また，引用文のみを除き，原資料における尺貰法での

表示はすべてメートル法に換算している。4

． 人名については，すべて敬称を省略し，新字体を使用した。5

． 会社名・団体名については，原則として正式名称とした。ただ

し，株式会社の場合は株式会社を省略し，一部事業所名とまぎら

わしい個所については（株）を補った。

大正13年から昭和14年までは，目黒蒲田電鉄，東京横浜電鉄の

両社は一体運営されていたため，本文においては「当社」とせず，

とくに目黒蒲田電鉄として記述した。

田園都市株式会社の場合は事業名 と事業地名がまぎらわしいた

め，とくに，田園都市会社とした。

乗合自動車業については，他の記述との関係から，戦前は乗合

自動車業，戦後は乗合バス業 と使い分けた。6

． 現在，私鉄は民営鉄道と呼称されているが，ここでは“国鉄”

に対する“私鉄”として，創業時から「私鉄」で統一した。また

国有鉄道ならびに帝都高速度交通営団については，一部を除いて

国鉄，営団地下鉄と略称を使用した。7

． 引用文・図版などの出典について，断わりのないものは社内文

書によるものである。8

． 借用写真・資料については，個別に提供者名を挿入せず，巻末

に参考文献一覧とともに一括して掲載させていただいた。
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